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今月号のあらまし 

 

Ⅰ 米国（ＵＳＴＲ）が日本との貿易交渉目的を公表 

１２月２１日、ＵＳＴＲ（米国通商代表部）は日本との貿易協定交渉の目的

を公表した。 

「物品貿易」は項目の一つとされており、「サービス」、「投資」、「紛争解決」

など２２の項目から構成された包括的な方針を提示している。 

農産物に関しては、具体的な品目や要求水準等への言及はなされていないも

のの、関税削減・撤廃や非関税障壁への対応による市場アクセスの改善につい

て言及されている。交渉開始時期は３月以降という見方がされている。 

 

Ⅱ ＴＰＰ、日ＥＵ・ＥＰＡが発効 

ＴＰＰ１１、日ＥＵ・ＥＰＡについて、１月上旬（１～１０日）の牛肉輸入

量が前年１月の１か月分の半数に及ぶ高水準となった。また、小売業界や飲料

メーカーで輸入ワイン等の販売を強化する動きが出始めている。 

 

Ⅱ 通常国会が１月２８日に開会 

通常国会が１月２８日に召集され、会期は６月２６日までの１５０日間とな

る。通常国会に提出される農林水産関連法案は４本が予定されている。 

農地中間管理事業法改正案については、１月２４日以降、２月上旬までに与

党協議、中旬に閣議決定と国会提出が見込まれる。 
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Ⅰ 米国（ＵＳＴＲ）が日本との貿易交渉目的を公表 
― 対象項目は“物品”に限らず ― 

 

１．ＵＳＴＲによる対日交渉目的の公表 

〇 １２月２１日、ＵＳＴＲ（米国通商代表部）はパブリックコメントや公聴

会の意見をふまえ、日本との貿易協定交渉の目的（以下、交渉目的）を公表

した。 

 

〇 交渉目的の公表は、ＴＰＡ（貿易促進権限）法で規定された手続きの一つ

であり、公表後３０日を経て交渉開始が認められる。このため、日米交渉の

場合、１月２０日以降に交渉開始が可能となった。 

 

２．内容 

（１）基本姿勢（交渉目的のタイトル・導入部分） 

〇 公表された交渉目的のタイトルには、United States-Japan Trade 

Agreement（ＵＳＪＴＡ） Negotiations（米日貿易協定 交渉）と明記さ

れており、全文にわたって日本政府が主張していた日米物品貿易協定（Ｔ

ＡＧ）とするような表現は登場しない。 

 

〇 冒頭、導入部分において、「私たちは、米国の優先事項および米国議会

が制定した交渉目的に従って、これらの交渉を米国の消費者、企業、農家、

牧場主、および労働者に対してタイムリーかつ実質的な結果をもって締結

することを約束する。」と明記されている。 

 

（２）対象項目（交渉目的の目次） 

〇 目次において「物品貿易」は項目の一つとされており、「サービス」、「投

資」、「紛争解決」など２２の項目から構成された包括的な方針を提示して

いる。 

 

【交渉目的の目次に記載された項目】 

・物品の貿易（鉱工業製品ならびに農産物） 

・衛生植物検疫措置（ＳＰＳ）  ・税関、貿易円滑化、原産地規則 

・技術的な貿易障壁（ＴＢＴ）  ・優れた規制慣行 

・透明性、公表、行政  ・サービス貿易（通信、金融サービスを含む） 

・物品、サービス、越境するデータ移動におけるデジタル貿易 

・投資  ・知的財産  ・製薬、医療機器における手続きの公平性 

・国営企業、統制企業  ・競争政策  ・労働  ・環境 

・汚職防止  ・貿易救済  ・政府調達  ・中小企業  ・紛争解決 

・一般規定  ・通貨  （計２２分野） 
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（３）農産物・金融サービスに関する主な記載内容 

〇 農産物に関しては、具体的な品目や要求水準等への言及はなされていな

いものの、関税削減・撤廃や非関税障壁への対応による市場アクセスの改

善について言及されている。 

 

〇 サービスに関しては、通信、金融、その他（宅配サービス、港湾サービ

ス等）の分野に関心が示されている。このうち、金融サービスについては、

「公平で開かれた金融サービス貿易の条件が得られるよう、競争力ある市

場機会を拡大」「公平に運営された金融規制手続きを確保」等と記載され

ている。 

 

【農産物・金融サービスに関する記載を抜粋】 
【物品貿易】 
－米国貿易収支を改善し、日本との貿易赤字を削減する 
－輸出入ライセンス手続きの透明化を向上させる 
－貿易の歪曲を防ぐため、輸出入の独占を抑制する 
 
（鉱工業製品は略） 
 
（農産物） 
－関税削減又は撤廃により、日本における米国産農産品の包括的な市場アクセスを確保
する。 
－米国にとって輸入することがセンシティブな農産品について、関税削減交渉を開始す
る前に議会と緊密な協議を行い、それらの品目に合理的な調整期間を設ける。 
－米国の市場アクセス機会を不当に減じさせる、あるいは米国に被害を与える形で農産
品市場を歪める諸慣行を撤廃する。（以下を含む）。 

 ・米国産農産品を差別する非関税障壁 
 ・国家貿易企業又は国有企業（SOEs）及びその他管理制度による不公正な又は貿易歪
曲的な活動。内部相互補助、価格差別及び価格切下げを終わらせるために、国家貿
易企業その他同様の制度の運営に透明性を求めることに重点を置く。 

 ・関税割当ての運用における制限的な規則 
－規制・基準の不必要な差異に伴う負担を減らすため、より一層の規制調和を促進する
（適当な場合における規制協力を通じたものを含む。）。 
－農業バイオテクノロジーにより開発された産品の貿易について具体的な約束を確立
する（透明性に関する事項、微量混入問題の管理及び農業バイオテクノロジーに関す
る情報交換・協力強化の仕組みを含む。）。 

 
【電気通信・金融を含むサービス貿易】 
－サービス取引に公正で開かれた条件を提供する、以下を通じた安全な約束 
以下を禁止する規則を含む、すべてのサービス部門に適用される規則。 
・外資系サプライヤーに対する差別。 
・市場におけるサービス提供者数の制限。 
・国境を越えたサービス供給業者が現地でのプレゼンスを確立するための要件。 
日本における米国の配送サービス提供者の活躍の場を広げるのを助けるための規
則を含む、分野別の専門分野。 
中核分野からの例外が必要な場合は、ネガティブリストベースで、米国企業への影
響を最小限に抑えながら、可能な限り最も狭い例外について交渉する。 
－米国の海事サービスに対する不適合措置を含む、米国の不適合措置に対する柔軟性を
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維持する。 
－日本における規制手続きの透明性と予測可能性を向上させる。 
 
（電気通信サービスは略） 
 
（金融サービス） 
－米国の金融サービス提供者がより公正で開かれた金融サービス貿易の条件を得られ
るよう、競争力ある市場機会を拡大する。 
－双方の国の金融サービスにかかる規制手続きの透明性、予測可能性を改善するととも
に、金融規制の手法が公平に運営されることを確保する。 
－越境するデータ移動の規制、現地のコンピュータ施設の使用や導入の要求といった金
融サービス部門の手続きを課さない最先端の対応を含める。 

 

３．想定される第１回交渉会合の議題と時期 

〇 第１回の交渉会合の主要議題は交渉領域の設定やすすめ方等になると想

定される。 

 

〇 第１回交渉の時期に関しては、以下のような米国側の事情等により、交渉

開始は３月以降にずれ込むとの見方もある。 

 

・ライトハイザー代表は３月１日を期限とする米中貿易協議も担当（米中間

で協議の難航が想定されている） 

・民主党が下院多数党となった議会において、カナダ・メキシコとのＵＳＭ

ＣＡの議会批准への対応が必要 

 

〇 また、３月に米中貿易協議が期限内にまとまっても、我が国において交渉

を担当する茂木ＴＰＰ担当相は重要閣僚として通常国会の予算審議に出席

することから４月以降との報道もある。 

 

４．ＪＡグループの今後の対応 

〇 わが国においては、通常国会において、日米交渉に関しても論戦が行われ

ると想定される。その際、閣僚等による答弁内容について、整理・分析を行

っていく。 

 

〇 ＪＡグループとしては、政府に対して、昨年９月末に日米共同声明に際し

て発表した全中会長談話にもとづき、以下の２点を中心に要請を行うことと

する。 

 

・農林水産物に関して、過去の経済連携協定で約束した市場アクセスの譲許

内容以上の譲歩がないことを日米共同声明では明確に確認しており、政府

はこれを踏まえた結論を得るため断固たる姿勢で交渉に臨むべき 

・生産現場の不安を助長しないよう、政府は交渉過程について可能な限りの

透明性確保を徹底すべき 
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５．米国が取り組むその他の貿易交渉等 

（１）米中貿易協議（９０日間協議）の動向 

〇 １２月１日、トランプ大統領と習国家主席は、米国は中国製品に対する追

加的な関税引き上げ措置を保留し、中国が知的財産権の保護など５分野の構

造的改革に関する閣僚級協議の開始に合意したと発表した。 

 

〇 その後、ＵＳＴＲは、米中協議の期限を３月１日までの９０日間とし、合

意に至らなければ３月２日以降中国からの輸入品２千億ドル相当に対する

関税を２５％に引き上げると表明した。 

 

（２）米国・メキシコ・カナダ貿易協定の動向 

〇 １１月３０日、米・メキシコ・カナダの 3カ国は、北米自由貿易協定（Ｎ

ＡＦＴＡ）の再交渉の末合意した米国・メキシコ・カナダ協定（ＵＳＭＣＡ）

に署名した。今後は、それぞれの国で批准に向けた手続きが行われることと

なる。 

 

（３）米・ＥＵ貿易交渉の動向 

〇 ＵＳＴＲは、日米貿易交渉開始と並行してＥＵおよびイギリスとの貿易交

渉開始に向けた手続きを進めている。 

 

〇 １月１１日、ＵＳＴＲはＥＵとの貿易協議に関する交渉目的を正式に公表

した。対象分野の候補として計２４項目あげており、ＥＵが慎重な姿勢を示

していた農業分野についても「農産品の包括的な市場開放の確保」として明

記された。 
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Ⅱ ＴＰＰ、日ＥＵ・ＥＰＡが発効 
― 牛肉・ワイン等の輸入増加の懸念 ― 

 

１．ＴＰＰ委員会の開催 

〇 １２月３０日、ＴＰＰ１１が発効した。ＴＰＰ１１の主な合意内容は以下

の通り。 

 

【ＴＰＰ１１の主な合意内容】 

 
（日本農業新聞記事（２０１８年１２月３１日）より） 

 

〇 １月１９日、ＴＰＰ委員会の初会合が東京で開催された。新規加盟の手続

きを決め「新たなエコノミー（国・地域）の加入を通じて協定を拡大してい

く強い決意を確認した」とする共同声明を採択した。 

（共同声明は別紙１の通り） 

 

〇 同委員会は、協定発効後の最高意思決定機関であり、国内手続きを完了し、

６０日たった「締約国」が正式メンバーとなる。現時点ではメキシコと日本、

シンガポール、ニュージーランド、カナダ、オーストラリア、ベトナムの７

か国が委員国である。 

 

〇 新規加盟の手続きにかかる基本的な流れは以下の通り。 

（詳細は別紙２の通り） 
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【ＴＰＰ新規加盟にかかる手続きの基本的な流れ】 

・新規加盟を希望する国は協定窓口国のニュージーランドに通知する。 

・全締約国が合意すれば同委員会で加盟交渉を担う作業部会を立ち上げる。 

・農産物などの関税は、希望国と各締約国の２国間交渉を中心に進める。 

・正式加盟の是非は再び委員会を開き決める。 

・その後、希望国と締約国が議会承認などの国内手続きを完了させ、６０日

後に正式に加盟する。 

 

〇 なお、２０１９年は日本が議長を務め、２０２０年は副議長、２０２１年

は議長、２０２２年は副議長を務める。 

 

〇 ＴＰＰでは、米国の復帰が見込まれない場合に牛肉セーフガードの発動基

準やバター・脱脂粉乳の輸入枠を見直す再協議規定があるが、茂木ＴＰＰ担

当相からは、１１か国の閣僚らが出席した共同会見において再協議に対して

否定的な発言があった。 

 

２．日ＥＵ・ＥＰＡが２月１日に発効 

〇 １２月２１日、日ＥＵ・ＥＰＡについて、双方の国内手続きが完了したこ

とを相互に通告し、２０１９年２月１日に協定の効力が生じることとなった。 

 

〇 日本にとって、日ＥＵ・ＥＰＡは、既に発効しているシンガポール、メキ

シコ、マレーシア、チリ、タイ、インドネシア、ブルネイ、ＡＳＥＡＮ、フ

ィリピン、スイス、ベトナム、インド、ペルー、オーストラリア及びモンゴ

ルとのＥＰＡ、ＴＰＰ１１に続き、１７番目に発効するＥＰＡとなる。 

 

〇 日本が参加する貿易協定および今後想定される貿易協定の動向は以下の

通り。 

【日本が参加する貿易協定および今後想定される貿易協定の動向】 

 
（日本農業新聞記事（２０１８年１２月１７日）より） 

３．ＪＡグループの今後の対応 
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○ ＴＰＰ１１、日ＥＵ・ＥＰＡについては、農産物の関税削減・撤廃による

農産物輸入や国内の需給・価格動向を注視し、その動向によって必要な対応

を検討する。 

 

〇 １月１８日に財務省が発表した１月上旬（１～１０日）の牛肉輸入量は、

オーストラリアやカナダなどから１万トンが輸入され、正月休みによる実質

５日の営業日で、前年１月の１か月分の半数に及ぶ高水準となった

（2019.1.19 日本農業新聞）。 

 

〇 また、小売業界で輸入物の販売を強化する動きが出始めており、イオンは

１８日から４２０店舗で「日欧ＥＰＡ発効記念先取りセール」として、ＥＵ

産のワインの値下げセールを実施する。飲料メーカーも相次いでワインの価

格改定を実施する（2019.1.19 日本農業新聞）。 
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Ⅲ 通常国会が１月２８日に開会 
― 農地中間管理事業法改正案は２月中旬までに国会提出 ― 

 

１．国会の動向について 

〇 １月１８日、菅官房長官は衆参両院の議院運営委員会理事会に出席し、通

常国会を２８日に召集することを伝達した。会期は６月２６日までの１５０

日間となる。なお、夏の参議院選挙は「７月４日公示、２１日投開票」の日

程が軸と報道されている。 

 

〇 通常国会に提出される政府法案は６０本程度とする方向で調整に入った

とされており、農林水産関連法案は以下の４本が予定されている。 

 

【次期通常国会に提出が予定される農林水産関連法案】 

・農地中間管理事業法改正案 

（５年後見直しのとりまとめを踏まえたもの） 

・農業用ため池管理・保全法案 

（安全対策のためにため池の管理強化等をするもの：仮称・新法） 

・特定農産加工業経営改善臨時特別措置法改正案 

（６月末の期限を延長するもの） 

・国有林野管理経営法改正案 

（民間事業者に国有林の伐採採取権を付与する等を踏まえたもの） 

 

〇 農地中間管理事業法改正案については、２月上旬までに与党協議、中旬に

閣議決定と国会提出が見込まれる。 

 

〇 国会提出後の法案審議を経て、早ければ４月上旬には公布。施行日は２０

１９年１０月（施行日①）と２０２０年４月（施行日②）の２段階が想定さ

れる。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農 政 を め ぐ る 情 勢 

 

   
  平成31年1月28日 ２８０部 

編集・発行  愛知県農業協同組合中央会 
   

  〒460-0003 名古屋市中区錦三丁目３番８号 

  
電話 052（951）6944 

〈ファクシミリ 052（957）1941〉 

   

印 刷  有限会社 ト リ ム 

  
電話 052（505）7422 

〈ファクシミリ 052（505）7485〉 

   
 


